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公益社団法人 全日本病院協会 



 

 

 

 

 

全日本病院協会の理念 

 

全日本病院協会（全日病）は、 

関係者との信頼関係に基づいて、 

病院経営の質の向上に努め、良質、 

効率的かつ組織的な医療の提供 

を通して、社会の健康および福祉 

の増進を図ることを使命とする。 

 

 



 

平成 26 年度 事業計画 

 

 

全日本病院協会（全日病）の目的は、定款に明記されているごとく、「全国の病院の一

致協力によって病院の向上発展とその使命遂行に必要な調査研究等の事業を行い、公衆

衛生の向上、地域社会の健全な発展に寄与すること」である。その目的を実現するため

に、医療制度改革や医療環境の変化に対応した事業活動を続けている。 

 平成 25 年 4 月、全日本病院協会は「公益社団法人」に移行した。また、同年 7 月より

現在の本部社屋に転居した。この本部には最大 250 名利用可能な研修室の他、様々な会

議等が随時開催可能な設備を備えている。平成 26 年度の事業計画における会議・研修会

の多くが本部において開催可能となったことは、今後の全日本病院協会の発展に大きく

寄与すると考えられる。 

 平成 26 年度に実施する事業として、まず、調査研究の一環として全日病総研による事

業を充実させる。現在、4 種類の調査・研究事業を予定している。その他、例年通り多

岐に渡る調査・研究を実施する。一方、他団体との連携において、本年度よりプライマ

リ・ケアに関連する学会及び団体等との連携を充実させることとした。 

第 56 回 全日本病院学会は、平成 26 年 9 月 20 日（土）、21 日（日）福岡県支部を中

心に、陣内重三福岡県支部長を学会長として、ヒルトン福岡シーホークにおいて開催さ

れる。また、夏期研修会は、平成 26 年 8 月 31 日（日）熊本県支部により、熊本県阿蘇

市において開催される。 

教育・研修事業は、開設者、医療従事者、医療安全管理者、特定健診担当者、等を対

象に 20 を超える研修会等が開催を予定しており、また多くの資格認定事業も行われる。

現在、常設委員会は 21 設置されており、多方面における事業が展開されることとなる。 

日本の超高齢・少子社会の中で、医療・介護はそのあり方が問われている。医療法、診 

療報酬、等の制度も大きく舵を切ろうとしている。全日本病院協会は、さらなる会員の 

協力・支援により、一丸となってこの厳しい情勢を乗り超えなくてはならない。 

公益法人として、今後もさらに広範な活動に取り組んでいく必要がある。 

 

 

 

 

 １ 



 

Ⅰ．社会保障制度、医療制度その他病院に関係する諸制度に関する調査研究及び提言並

びに政府その他の関係機関関係団体との連絡協議 

 

１．調査・研究事業 

   病院施設等における医療、サービスの質の維持・向上を図り、患者及びその家族

に良質な医療及びサービスを提供することができるよう、各種調査研究事業を以下

のとおり実施する。 

 

１）病院経営調査の実施 

    ２）平成 26 年度診療報酬改定に関する調査の実施 

３）平成 26 年度老人保健健康増進等事業の実施 

４）医療従事者賃金実態調査の実施 

５）人間ドック実施状況調査の実施 

    ６）全日病総研事業の実施 

      ・亜急性期における看護必要度の基準の作成 

      ・地域一般病棟（仮称）に関する研究の実施 

      ・認知症患者の非薬物療法に関する研究の実施 

・手術業務及び薬剤業務における多職種間の連携を担保する業務プロセス   

の再構築によるリスク軽減と評価方法の確立と質保証に基づく安全確保に 

関する研究の実施 

    ７）厚生労働科学研究事業の実施及び研究支援 

８）その他、本会として必要な調査・研究活動 

 

 ２．国民のための医療・介護にかかわる制度の構築と提言 

   医療制度・税制、医療保険制度、介護保険制度、病院のあり方・運営について検  

  討し、医療の質の向上及び病院施設等の診療体制の向上改善等のために以下の提

言・要望活動を実施する。 

 

１）医療制度等に関する検討及び要望 

２）医療関連税制に関する検討及び要望 

３）平成 27 年度税制改正要望書に関する検討 

４）平成 27 年度政府予算等への要望に関する検討 

 ２ 



 

 ５）介護保険制度についての提言 

   ・介護療養型医療施設の在り方の検討、転換状況等の調査及び要望 

   ・平成 25 年度老人保健健康増進等事業において実施した調査研究結果に基

づく、介護報酬改定対応や各方面への提言 

６）病院における総合診療医の育成と総合診療医のあり方への提言 

７）病床機能報告制度と地域医療ビジョンに関する検討 

８）病院のあり方に関する報告書の検討 

 ９）各種提言の実現に向けての国民への広報、国会・行政への要望と対応 

     

３．医療関連団体との協力と連携 

   医療の質の向上及び医療安全の充実を図り、国民の療養環境の向上、国民医療の

増進を図るため、社会保障制度、医療制度、医療保険制度、介護保険制度、診療報

酬、病院のあり方・健全な運営等に関し、医療関係団体と様々な問題について連携

し、行政等に要望活動等を実施する。 

 

１）四病院団体協議会事業等の推進 

    ２）公益社団法人日本医師会との連携 

    ３）日本病院団体協議会における活動 

    ４）公益財団法人日本医療機能評価機構の医療事故防止センターへの協力・ 

連携 

    ５）プライマリ・ケアに関連する学会及び団体等との連携 

 

  ４．広報活動推進事業 

   医療行政情報、医療制度その他医療に関係する諸制度、病院のあり方・運営等に

係る調査研究事例等に関し、医師・看護師及び医療従事者並びに国民等へ情報等を

提供するために以下の広報活動推進事業を実施する。 

 

１）全日病ニュースの内容の充実と配布の拡充 

      ・ＷＥＢを利用したリアルタイム情報配信の検討 

２）インターネットを利用した情報提供の推進 

      ・ＩＴを利用した行政関連情報（政省令・通知等）の紹介 

３）協会ホームページの拡充 

 ３ 



 

・ホームページのコンテンツの追加（研修会等動画配信の検討） 

    ４）他団体と連携した広報活動の推進（ＨＯＳＰＥＸ Ｊａｐａｎ等への参加） 

    ５）新しいメディアの活用（ＳＮＳ等） 

    ６）ＷＥＢ会議導入の検討 

 

Ⅱ．病院の管理運営及び病院施設の改善向上に関する調査研究及び提言  

 

  ５．病院機能評価事業 

   医療の質向上及び診療環境の向上改善並びに病院施設の健全運営のために、以下

の病院機能評価事業を実施する。 

 

    １）公益財団法人日本医療機能評価機構による病院機能評価の受審促進 

      ・病院機能評価受審相談事業の実施 

      ・「機能評価受審支援セミナー」の実施 

      ・病院機能評価取得に関する施策案の検討 

      ・認定病院及び未受審病院に対するアンケート調査の実施 

    ２）病院機能評価体系ならびにその運用方法についての検討 

      ・新評価体系についての提言 

      ・新評価体系に関する情報提供 

 

  ６．医療安全対策事業 

   医療安全の一層の充実を図るため、病院施設での事故防止・発生時の対応等につ

いて、医師、看護師、医療従事者等が理解を深めるために、以下の医療安全対策事

業を実施する。 

 

１）医療安全管理者の養成 

・「医療安全管理者養成課程講習会（及び継続講習（演習）会）」の実施 

・医療安全に関する講演会・セミナーの実施  

  ・医療安全対策セミナーの実施 

２）病院における医療安全推進に関する啓発 

  ・医療の質、医療事故調査等に関する出版 

３）院内事故調査制度への対応 

 ４ 



 

  ・院内事故調に関する研修会等の実施 

 

  ７．医療の質向上に関する事業 

   病院経営の改善・向上、医療の質向上に関する取り組みとして、以下の医療の質

向上に関する事業を実施する。 

 

１）医療の質評価公表事業の実施 

      ・ＤＰＣ分析事業の実施（ＭＥＤＩ－ＴＡＲＧＥＴ）      

２）ＩＴ技術を利用した医療の質向上推進事業の実施 

  ・病院情報システムを基盤とした安全確保と質保証 

３）ＴＱＭ（Total Quality Management）の医療への展開 

  ・ＴＱＭ講演会、シンポジウムの実施 

  ・業務フロー図作成研修会の実施 

 

８．個人情報保護に関する事業 

   個人情報保護法に基づき、対象事業者の個人情報の適切な取扱いの確保及び患者 

等の個人情報の適正な取り扱いのため、以下の個人情報保護に関する事業を実施す 

る。 

 

１）認定個人情報保護団体としての活動の実施 

・苦情等処理業務の実施 

・対象事業者等への情報提供・相談・研修 

・個人情報保護法Ｑ＆Ａ改訂版の作成 

      ・個人情報保護の動向に関する調査研究 

２）個人情報保護に係る普及・啓発の推進 

・当協会指針の公表 

・認定団体業務の取り組み等についての周知 

・個人情報保護に関するセミナーの実施 

・「個人情報管理・担当責任者養成研修（ベーシックコース及びアドバ 

ンスト研修）」の実施 

 

 

 ５ 



 

９．救急医療・災害時医療・感染症対策に関する事業 

   救急医療のあり方等の検討、災害発生時における医療救護班の編成、国際災害支 

援、災害医療体制を検討し、災害時には全日病医療救護班（ＡＭＡＴ）を現地へ派 

遣する。また、感染症（新型インフルエンザ等）の対策として、必要な法制度の論 

点整理について検討し、行政に提言するため、以下の救急医療・災害時医療・感染 

症対策に関する事業を実施する。 

 

１）救急医療 

 ・高齢者救急（在宅医療・増加する認知症患者と２次救急）のあり方に関 

する検討 

      ・救急ネットワークのあり方の検討 

      ・精神科救急と一般救急の問題点の検討 

    ２）災害医療 

  ・ＡＭＡＴ隊員養成研修の実施及び災害発生時における被害状況の把握、 

医療救護班の編成・派遣 

  ・ＤＭＡＴ、ＪＭＡＴ、自衛隊、日本赤十字社等の他団体との連携 

  ・国際災害支援、国際ＮＧＯとの連携 

  ・指定病院のネットワーク化を含めた災害時医療システムの構築 

   ・学会活動（日本集団災害医学会・日本航空医療学会・日本救急医学会） 

   ・地域防災緊急医療ネットワーク・フォーラムの開催 

   ・防災訓練の実施 

３）感染症対策 

      ・新型インフルエンザ等の感染症対策の検討    

 

10．国際活動推進事業  

   諸外国の医療施設、社会保障制度、医療制度等に関する理解を深め、病院の向上・ 

発展、診療環境を改善し、良質な医療提供のために、以下の国際活動推進事業を実 

施する。 

 

１）諸外国の医療施設、医療制度等の調査・研修 

      ・医療の情報・質・安全に関する調査 

（ＴＱＭ、ＤＲＧ、医療の質、情報システム、安全等） 

 ６ 



 

・海外研修旅行の実施 

      ・ＥＰＡ等に関する海外視察 

２）諸外国の病院団体との交流 

    ３）発展途上国及び被災国への医療支援 

      ・ピープルズ・ホープ・ジャパン（ＰＨＪ）等 

 

Ⅲ．病院資質の向上に資する医師その他病院関係職員の実務的、理論的及び倫理的なレ

ベルの向上に関する教育研修及び検定並びに普及啓発 

 

11．学術研修事業 

    

１）第５６回 全日本病院学会（福岡県支部担当）の実施 

（１）開催地    福岡県福岡市 

（２）実施時期   平成 26 年９月 20 日（土）～９月 21 日（日） 

（３）運営事務局  公益社団法人全日本病院協会福岡県支部 

（４）学会長    陣内重三（福岡県支部支部長） 

（５）実行委員長  津留英智（宗像水光会総合病院理事長） 

（６）大会テーマ  『病院医療をプライマリ・ケアの現場から考える』 

～地域の未来を診療所と共に～ 

（７）会場     ヒルトン福岡シーホーク（福岡市） 

・全日本病院学会運営規約の策定 

・全日本病院学会運営マニュアルの整備 

    ２）夏期研修会の実施 

 （１）開催地    熊本県阿蘇市 

 （２）実施時期   平成 26 年８月 31 日（日） 

 （３）開催支部   公益社団法人全日本病院協会熊本県支部 

 （４）支部長    山田一隆 

 （５）会場     阿蘇リゾート グランヴィリオホテル 

・夏期研修会の運営マニュアルの整備 

３）ブロック研修会（１回）の実施 

   ４）全日本病院協会雑誌の発行（年２回） 

 

 ７ 



 

12．教育・研修事業 

    病院施設等におけるサービスの質の維持・向上を図り、患者・利用者及びその

家族のニーズに応じて、良質な医療及びサービスを提供するために、以下の各種

教育研修事業を実施する。 

 

１） 開設者・管理者・幹部職員研修の実施 

・「業務フロー図作成研修会」（再掲） 

       ・「病院事務長研修コース（及びフォローアップ研修）」 

・「看護部門長研修コース（及びフォローアップ研修）」 

・「総合診療医に関する管理者向け研修」（仮称）  

・「医療機関トップマネジメント研修コース」 

・「医療機関トップマネジメント研修インテンシブコース」 

・「2025 年に生き残るための経営セミナー」 

     ２）勤務医師、看護師、薬剤師、その他医療従事者の研修の実施 

       ・「臨床研修指導医講習会」 

・「医師事務作業補助者研修」 

       ・「総合評価加算に係る研修」 

       ・「ＡＤＬ維持向上等体制加算研修」 

       ・「介護報酬改定説明会」 

・「特定保健指導実施者育成研修コース」(基礎編・技術編) 

      ・「特定保健指導専門研修コース」（食生活改善指導担当者研修） 

      ・「特定保健指導アドバンスト研修」 

・「個人情報管理・担当責任者養成研修（ベーシックコース及びアドバン

スト研修）」（再掲） 

・病院職員のための認知症研修会 

・病院医療ソーシャルワーカー研修会 

３）ＤＰＣデータを活用した経営分析・質向上に関する研修会の実施 

  ・データ・マネジメント研修会 

４）医療安全管理者の養成 

   ・「医療安全管理者養成課程講習会（及び継続講習（演習）会）」の実施 

（再掲） 

       ・院内事故調に関する研修会等の実施（再掲） 

 ８ 



 

・医療安全に関する講演会・セミナーの実施（再掲） 

・医療ＩＴと安全・個人情報保護・機密保護研修会 

   ・医療安全対策セミナーの実施（再掲） 

 ５）機能評価受審支援セミナーの実施（再掲） 

６）ＡＭＡＴ隊員養成研修の実施（再掲） 

７）地域防災緊急医療ネットワーク・フォーラムの開催（再掲） 

８）次世代の若手経営者育成事業の実施 

     ９）海外研修旅行の実施（再掲） 

 

   13. 資格認定事業 

 

     １）病院管理士の認定並びに更新制度の実施 

・「病院事務長研修コース（及びフォローアップ研修）」（再掲） 

     ２）病院看護管理士の認定並びに更新制度の実施 

・「看護部門長研修コース（及びフォローアップ研修）」（再掲） 

  ３）保健指導士の認定 

      ・「特定保健指導実施者育成研修コース」(基礎編・技術編)（再掲） 

    ・「特定保健指導専門研修コース」（食生活改善指導担当者研修）（再掲） 

４）医療事務技能審査事業の実施 

    ・メディカルクラークの付与 

５）医事業務管理技能認定事業の実施 

    ・医事業務管理士の付与 

     ６）医師事務作業補助技能認定事業の実施 

       ・ドクターズクラークの付与 

   

14．無料職業紹介事業の体制整備 

  

Ⅳ．その他この法人の目的を達成するために必要な事業 

 

15.その他、本会の運営に必要な事業 

    

１）支部活動及び組織の強化 

 ９ 



 

・会員（正会員・準会員・賛助会員）の増強 

・学術研修の推進（全日本病院学会への支援等） 

・各都道府県病院学会への協力及び支援 

・各種研修会・セミナー・講習会・講演会の実施 

・各種政策・提言・要望活動の実施 

・各種調査・研究活動の実施 

・医療保険制度の検討 

・介護保険制度の検討 

・地域医療活動の実施 

・広報活動の推進 

・支部機関誌及び会報等の発行 

・各都道府県医師会及び病院協会等関係団体との連携 

・福祉事業の拡充及び推進 

・各種会議、支部総会の実施 

・勉強会、意見交換会等の実施 

・医療制度等に関する情報収集及び情報提供活動の実施 

・支部会員相互の情報交換及び親睦活動の実施 

・若手指導者育成事業の実施 

・医療従事者対策の推進 

・病院機能評価の普及及び促進 

・看護師確保、養成対策の推進 

・医療安全対策の推進 

２）支部研修会及び講演会等開催のための支援（講師派遣等） 

     ３）支部通信員活動の推進 

     ４）会員増強（正会員・準会員・賛助会員） 

       ・会員数の少ない都道府県における加入促進事業の実施 

       ・ブロック研修会等の開催時における積極的な入会勧誘 

     ５）厚生労働科学研究に係る利益相反の管理 

６）日帰り人間ドック実施指定施設の指定事業の実施 

     ７）一泊人間ドック実施指定施設の指定事業の実施 

     ８）「健康の記録」・「問診表」の販売 

９）日帰り人間ドック更新料減免調査の実施 
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10）一泊人間ドック更新料減免調査の実施 

11）特定健診・特定保健指導の集合契約の締結 

     12）会員病院データベースの構築と更新 
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参 考 

 

１ 会議 

（１）総会 

①定時総会は、定款第 14 条第１項の規定に基づき、年１回開催する。開催時期は、 

６月とする。 

②臨時総会は、定款第 14 条第２項の規定に基づき、必要に応じて開催する。 

 

（２）理事会 

   ①定例理事会は、定款第 35 条第２項の規定に基づき、年４回開催する。開催の 

時期は、５月、８月、１月、３月に各１回とする。 

②臨時理事会は、定款第 35 条第３項の規定に基づき、必要に応じて開催する。 

 

（３）常任理事会 

   常任理事会は、定例的に開催し、各委員会活動等の内容を協議し、事業計画 

の執行等について検討を行う。 

 

（４）支部長会 

   支部長会は、必要に応じ開催し、各支部で集約された要望や意見等について 

意見交換を行う。 

 

（５）支部長・副支部長会 

   支部長・副支部長会は、年２回開催する。開催の時期は、６月、３月とする。 

 

（６）会長副会長会議 

   会長副会長会議は、定例的に開催し、緊急に対処すべき課題及び事業計画並    

   びに予算の執行等について検討を行う。 

 

（７）常設委員会 

    各委員会は、必要に応じ開催し、事業実施上の諸問題、懸案事項等について検 

     討する。 
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① 総務・財務委員会 

常任理事会、理事会、支部長会及び定時総会、支部長・副支部長会にかける議 

題並びに会議の進行方法等の検討。事業計画・事業報告案、予算・決算案及び 

当協会の主要案件について検討を実施する。  

② 利益相反管理委員会 

利益相反管理規程に基づき、必要に応じて実施する。 

③ 広報委員会 

全日病ニュース、ホームページ等を通じた情報提供、広報等を実施する。 

④ 医療制度・税制委員会 

医療制度、税制について調査・検討を行い、税制改正要望書の作成、関係機関 

への要望を実施する。また、臨床研修指導医講習会の企画・運営を実施する。 

⑤ 医療保険・診療報酬委員会 

医療保険・診療報酬について調査・検討を行い、診療報酬改定要望書の作成、 

関係機関への要望を実施する。また、医師事務作業補助者研修、総合評価加算 

に係る研修会の企画・運営を実施する。 

⑥ 介護保険制度委員会 

介護保険制度について調査・検討を実施する。 

⑦ 医療の質向上委員会（医療安全含） 

ＤＰＣ分析事業（ＭＥＤＩ－ＴＡＲＧＥＴ）、医療の質の評価公表事業、医療安 

全に係る調査研究、医療安全に関する各種研修の企画・運営を実施する。 

⑧ 医療従事者委員会 

医療従事者に関する諸問題について調査・検討を実施する。また、病院事務長 

研修コース、看護部門長研修コースの企画・運営を実施する。 

⑨ 病院機能評価委員会 

公益財団法人日本医療機能評価機構が実施する病院機能評価事業について調 

査・検討を実施する。また、機能評価受審支援セミナーの企画・運営及び機能 

評価受審支援相談事業等を実施する。 

⑩ 学術委員会 

全日本病院学会、夏期研修会、ブロック研修会等の学術研修の企画・運営を実 

施する。また、全日本病院協会雑誌の編集・発行を実施する。 

⑪ 救急・防災委員会 

台風、地震等の災害発生時における被害調査、救助活動を実施する。また、防 
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災訓練、地域防災緊急医療ネットワーク・フォーラム、ＡＭＡＴ隊員養成研修 

の企画・運営を実施する。 

⑫ 人間ドック委員会 

    日帰り・一泊人間ドック、特定健診・特定保健指導に関する集合契約、各種調 

査・研修等を実施する。 

⑬ プライマリ・ケア検討委員会 

プライマリ・ケア等について検討を行い、また、総合診療医に関する管理者向

け研修（仮称）、病院職員のための認知症研修会、病院医療ソーシャルワーカー

研修会の企画・運営を実施する。 

⑭ 病院のあり方委員会 

    病院のあり方に関する報告書作成のための調査・検討を実施する。その他、各

委員会事業に属さない事項についての検討を実施する。 

⑮ 国際交流委員会 

    諸外国の医療施設に関する調査・検討を実施する。また、海外研修の企画・運

営を実施する。 

⑯ 医療事務技能審査・医事業務管理技能認定委員会 

    医療事務技能審査試験（メディカルクラーク）及び医事業務管理技能認定試験

（医事業務管理士）の試験問題の検討・承認、試験結果の承認、受験審査資格申  

請校の審査・承認を実施する。 

⑰ 医師事務作業補助技能認定委員会 

    医師事務作業補助技能認定試験の試験問題の検討・承認、受験審査資格申請校 

の審査・承認を実施する。 

⑱ 個人情報保護担当委員会 

    認定個人情報保護団体業務に係る事項、対象事業者における個人情報の適切な

取り扱いに関する調査・検討及び苦情・相談の処理を実施する。また、個人情

報管理・担当責任者養成研修の企画・運営を実施する。 

⑲ 無料職業紹介事業 

    無料職業紹介事業に関する体制整備についての検討を実施する。 

⑳ 若手経営者育成事業委員会 

    次世代の病院経営を担う若手経営者の人材育成について検討を実施する。また、 

若手経営者の会等の企画・運営を実施する。 

   ㉑全日病総研運営会議 

 １４ 



 

    全日病総研で実施する各種調査研究及びデータ集計・解析業務の検討を行う。また、

厚生労働科学研究等の研究支援等を実施する。 
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